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` 入札、開札の日時、場所及び入札書の提出
方法 入札書は、電子入札システムにより提
出すること。ただし、紙入札参加希望者は、
紙により持参又は郵送（郵便書留に限る）す
ること。
{ 入札書の提出期限は、平成22年12月21日
（火）午後３時00分
紙により入札書を提出する場合、提出場
所は４\と同じとする。

| 開札は、平成22年12月22日（水）午前11

時00分。浜松医科大学管理棟４階第一会議
室にて行う。

a 入札保証金の納付等及び関係書類の提出期
間、場所及び方法 平成22年11月25日（木）
から平成22年12月21日（火）まで。
上記４\に同じ。
持参、郵送（郵便書留に限る。提出期間内
必着。）又は託送（郵便書留と同等のものに限
る。提出期間内必着。）により提出すること。

５ その他
\ 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金
{ 入札保証金 納付。ただし、利付国債の
提供をもって入札保証金の納付に代えるこ
とができる。なお、落札者が契約を結ばな
い場合は、国立大学法人浜松医科大学に帰
属する。また、入札保証保険契約の締結を
行い、又は契約保証の予約を受けた場合は、
入札保証金を免除する。

| 契約保証金 納付。ただし、有価証券等
の提供又 は銀行、理事が確実と認める金
融機関若しくは保証事業会社の保証をもっ
て契約保証金の納付に代えることができ
る。また、公共工事履行保証証券による保
証を付し、又は履行保証保険契約の締結を
行った場合は、契約保証金を免除する。

^ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、技術提案書等に虚偽の
記載を行った者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。

_ 契約書の作成の要否 要

入札公告（建設工事）の取消

次のとおり入札公告を取り消します。
平成 22年 10月 21日
支出負担行為担当官
法務省大臣官房施設課長 大塲亮太郎

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13

平成22年９月６日（号外政府調達第168号28ペー
ジから29ページ）掲載の入札公告（建設工事）第
17号「加古川刑務所収容棟等新営（建築）工事（電
子入札案件）」を取り消します。

` 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると理事が判断した入札者であっ
て、本学の作成した予定価格の制限の範囲内
で有効な入札を行った者のうち、評価値の最
も高い者を落札者とする。ただし、落札者と

なるべき者の入札価格によっては、その者と
契約を締結することが公正な取引の秩序を乱
すこととなるおそれがあって著しく不適当で
あると認められるときは、予定価格の制限の
範囲内の価格をもって入札した他の者のうち
評価値が最も高い者を落札者とすることがあ
る。

a 本工事に係る技術提案書等の提出に当たっ
て、ＶＥ提案により施工しようとする場合は、
その内容を示したＶＥ技術提案書を提出する
こと。ただし、ＶＥ提案が適正と認められな
かった場合においては、標準案により入札に
参加できる。また、標準案に基づき施工しよ
うとする場合は、標準案によって入札に参加
する旨を記載すること。（詳細は入札説明書）

b 配置予定監理技術者の確認 落札者決定
後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の監理技
術者等の専任制違反の事実が確認された場
合、契約を結ばないことがある。なお、種々
の状況からやむを得ないものとして承認され
た場合の他は、技術提案書等の差替えは認め
られない。

c 手続における交渉の有無 無
d 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無

e 技術提案書のヒアリングは必要に応じて行
う。

Ĉ ＶＥ提案の採否 ＶＥ提案の採否について
は、競争参加資格の確認の通知に併せて通知
する。

D̂ 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４\と同じ。

Ê 一般競争参加資格を有していない者の参加
上記２]に掲げる一般競争参加資格を有し
ていない者も上記４^により技術提案書等を
提出することができるが、競争に参加するた
めには、開札の時において、当該資格の認定
を受け、かつ、競争参加資格の確認を受けて
いなければならない。

F̂ その他 詳細は入札説明書による。
６ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Masahiro Takigawa, a

trustee, The National University Corpora-

tion Hamamatsu University School of Me-

dicine

] Classification of the services to be pro-

cured : 41

^ Subject matter of the contract : Construc-

tion work of Building for the Hospital of

Hamamatsu University School of Medicine

_ Time-limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification : 5 : 00 P.M., 10 November,

2010

` Time-limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 3 : 00 P.M., 21

December, 2010, or tenders submitted by

post : 5 : 00 P.M., 21 December, 2010

a Contact point for tender documentation :

Planning Section, Facilities Division, The

National University Corporation Hama-

matsu University School of Medicine 1`

20`1, Handayama, Higashi-ku, Hama-

matsu-shi, 431`3192 Japan TEL 053`

435`2138

資料提供招請に関する公表

次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
平成 22年 10月 21日

国立大学法人京都大学長 松本 紘
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 26

〇第３号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 14

] 導入計画物品及び数量 教育用コンピュー
タシステム 一式

^ 調達方法 借入
_ 導入予定時期 平成23年度１月以降
` 調達に必要とされる基本的な要求要件
Ａ 本システムは本学における情報教育、語
学教育のための情報環境として、パーソナ
ルコンピュータ端末、ファイルサービス、
印刷サービスなどから構成されるものであ
る。
Ｂ 本システムは、本学の全教職員および学
生が利用登録でき、毎年、新入生の登録と
卒業生の登録抹消処理を考慮した利用登録
数を確保できること。認証については本学
の全学認証システムを利用すること。学生
については本システムにより登録・抹消等
の管理を行うとともに、これを全学認証シ
ステムに提供すること。またパーソナルコ
ンピュータ端末とファイルサービスは適切
な応答環境のもとで千数百名の同時利用が
可能であること。
Ｃ 本システムは、学生を対象とした情報教
育、語学教育および授業時間外に学生が自
ら行う自律学習を支援するもので、それら
に適した機能、性能を有すること。
Ｄ 印刷サービスはパーソナルコンピュータ
端末からの印刷が可能であり、本学の学生
証、職員証による印刷時の利用者認証やプ
リペイドカード方式などにより利用量に応
じた利用者への課金が可能であること。
Ｅ 汎用的、かつ、最新の情報メディア環境
を実現する基本ソフトウェアを備え、それ
らを十分な性能を持って実現可能なハード
ウェアの構成であること。
Ｆ 情報教育、語学教育、自律学習に必要な
ソフトウェアを備えていること。
Ｇ 語学教育システムには、円滑に授業を進
めるための専用ＡＶ装置等や什器を含むこ
と。
Ｈ 情報セキュリティ、個人情報保護などの
対応が充分可能であること。
Ｉ 信頼性が高く、安定な運用が可能なシス
テムであること。
Ｊ 本システムは京都大学学術情報ネット
ワークシステム（ＫＵＩＮＳ）およびイン
ターネットと接続可能で、それらを介して
学内外と通信する機能を有すること。›
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